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子育て支援・児童福祉の充実

細 施 策 保育内容の充実、組織の再編及び施設整備の整備推進

米ノ津保育園の設計委託 米ノ津保育園仮園舎建設、本体工事 なし

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

　現在の米ノ津保育園は、昭和52年12月に建設され、33年以上が経過し、園舎の老朽化が進んでいる。
　平成23年度に園舎の耐力度調査を実施した結果、3,849点の数値が出た。
（文部科学省の示した基準で、4,500点以下は建替えた方がよいとされる危険建築物となる。）
　近年、0歳児からの保育ニーズも年々高まっており保育ニーズに対応したサービス提供するため施設を整備して
いく必要がある。

　対象（誰・何に対して行う事業ですか） 手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

就学前の児童を有する共働き等の世帯 保育環境を充実させ、乳幼児の保育サービスを行う。

H26年度の事業計画
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３　事務事業の概要

米ノ津保育園施設整備費 01

　乳幼児の保育サービスを充実させ、保護者が安心して就労できる保育環境を整備し、安心して子どもを産み育て
る環境を創出する。

H24年度の事業計画 H25年度の事業計画

４　事務事業の対象・手段・意図

24 年度

総合計画上の
位置付け

基本方針

　予算細々目名 会計 款 項
根拠法令・条例、関連計画等

事務事業名 保育所運営事業 事業期間 平成 平成 25
思いやりと温かさがはぐくむ健康・福祉のまちづくり

施　　策

平成２３年度　実施計画作成・事務事業評価（事前評価）シート
実施計画
１　基本事項

市民福祉部 課等名 こども課 167部等名 記入者名 竹之内伸一
年度

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）
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※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）

※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

２　事務事業の目的
　いつまでに実施しなければならないのですか

25

　意図は妥当ですか（「４事務事業の対象・手段・意図」欄の意図について）

　既存事業の拡大では対応できないですか

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）
今後の方向性（総合評価）

□ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
■ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）
今後の方向性（総合評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない
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米ノ津保育園定員

市内要保育児童数（4月1日現在）①
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年度

米ノ津保育園については、公の施設見直し実行計画において「当分の間は直営とす
る」との方針であることから、公立保育所として、子ども達の安全・安心を確保す
るため実施する。実施にあたっては、財源確保に努めることとし、非現地建替等の
方法を検討する。

方向性の理由、改善案等

公の施設見直し実行計画の推移を見ながら、財源や適切な建替え時期等
を再検討する。

今後の方向性（総合評価）

■ は　い
理由
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方向性の理由、改善案等

最終目標
実績 目標 目標
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③

理由

　少子化の進行や核家族化、共働きの家庭の増加等に伴い、要保育児童数も十分あることから老朽
化した施設の改築は必要であり、保育サービスを充実させる必要がある□ いいえ

人

人 120 120
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方向性の理由、改善案等

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

理由

１　指標の推移
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22年度 23年度 24年度

②

14901401 1477

耐力度調査を実施した結果、なるべく早い時期に取り組むべきと考え、平成24年度に設計委託を行
い、平成25年度に本体工事を実施したい。

平成24年度に設計委託を行い、平成25年度本体工事に着手したい。

■ は　い
理由

　現施設は老朽化が進んでおり、安全性の上からも改築が必要であり、他の施設での事業拡大は、
保育所における最低基準面積等を満たす必要があることから対応が難しい。□ いいえ

妥
当
性

指 標 名 単位
目標値

保育所定員

米ノ津保育園入所者数（4月1日現
在）

120

120

事務事業評価（事前評価）

13301340 1330

120 120 125

そ
の
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　他の市町村では、実施している事業ですか

　県内では、保育園の民営化が推進され、公立保育園建設は実施されていないが、当該施設は、老朽
化が進んでいるため、このままでは将来においても民営化することもできない。

平成
年度まで

24～

受益者負担は、保育料という形で負担してもらっている。
いいえ

■ は　い


